
　新型コロナウィルスはあっという間に世界的に流行し
ています。1991 年のバブル崩壊や、2008 年のリーマン
ショックとは異質とはいえ、その不安感焦燥感は我々テ
ニス事業者にとってもより身近に感じられます。感染症
対策は人命に係るが故、最優先されなければなりません。
国内国外とも政治・経済・文化・芸術・スポーツ活動等
全ての分野は縮小傾向に推移しています。スポーツを通
じた明るい、そして笑顔の溢れる社会を早く取り戻すこ
とは世界の人々の願いでしょう。
　さて、日本政府は、全事業者に対して、可能な限りの
支援策を立案実施しようとしています。私たちテニス事
業者も安定した事業運営を継続するために、有効な支援
策を利用することは重要なことではないでしょうか。
　今回は当協会の賛助会員である社会保険労務士法人プ
ロジェスト様のご協力ご指導を得て、助成金・給付金の
申請とそのための準備について３月 10 日現在発表され
ているものの中から、以下の２つをお伝えいたします。

■雇用調整助成金の特例措置
□どのような場合に受給できるか

事業主が、経済上の理由により事業活動の縮小を余
儀なくされ、雇用の維持を図るために従業員に対し休
業手当を支払った場合
※ 事業の縮小とは新型コロナウィルスの影響を受ける

全業種について、売上高等の生産指数が１か月で対
前年同月比 10% 以上低下した場合。

□助成内容
休業手当の３分の２（中小企業）２分の１（大企業）

※ 宣言を発出して自粛要請をしている地域は別途。
（３月 10 日現在北海道）

□申請方法
2020 年３月 10 日現在未定

※ ただし、旧来の雇用調整助成金制度からすれば、以
下のようなステップで申請書類の提出が求められる
と思われます。

　　 　なお、新型コロナウィルス感染症に伴う休業等の
実施計画届の提出は実際の休業後（令和２年５月
31 日までの事後提出）でも可とされています。

（STEP １）休業等実施計画届の提出
・休業等実施計画届
・雇用調整実施事業所の事業活動の状況に関する申出書
・雇用調整実施事業所の雇用指数の状況に関する申出書
・休業計画一覧表
・休業協定書
・労働者代表選任届及び委任状
・事業所概況と中小企業に該当していることの確認書類
・生産指数の確認書類
・派遣受け入れの場合、受け入れ派遣労働者数の確認書

類
・所定労働日、労働時間、休日や賃金制度の確認書類

（STEP ２）支給申請
・支給申請書
・助成額算定書
・休業等実施一覧表及び所定外労働の実施状況に関する

申出書
・雇用調整助成金支給申請合意書
・支給要件確認申立書
・平均賃金を算出するための確認書類
（前年度の労働保険確定保険料申告書の写し）

・休業実態の確認書類
（出勤簿やタイムカードの写し、勤務カレンダー等）

・休業期間中の賃金の支払い等に関する確認書類
（賃金台帳の写し４か月分等）

■罹患者が申請できる給付金
疾病手当金（健康保険加入者のみ）

□どのような場合に受給できるか
・社会保険の加入者（被保険者）が、業務外の病気や怪

我（私傷病）によって連続３日間以上労務に服するこ
とができなくなり、事業主から報酬を受け取ることが
できない場合

□給付内容
・１日当たりの支給額

=支給開始前12か月の平均報酬月額÷30日×３分の２
□申請方法
・健康保険傷病手当金支給申請書

安全委員会通信 Vol.36

新型コロナウィルス感染症の影響による経営環境
の変化に対応するために助成金や給付金を活用！



　本申請書には医師（療養担当者）が意見を記入した
り、事業主が期間中の賃金支払状況について証明を行
います。

・その他必要に応じて添付書類
例えば、労災保険からの休業補償給付を受けている

場合は、併給調整を行うために確認書類の提出が必要
になります。

　助成金・給付金の支給を受けるためには上記の書類を
そろえ申請しなければなりませんのでとても労力のいる
仕事となりますが、社会保険労務士の方々のサポートを
受けながらぜひ取り組んで頂ければ事業運営に大いに役
立つことは言うまでもありません。現時点においては上
記２点お伝えいたしましたが、新たな制度が施行される
ことになりましたら、ニュースやそれ以外の媒体を通し
皆様にお伝えして参ります。




